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Tax Analysis 
 

                                                
1 OECD は 2022 年 2 月 4 日に「第 1 の柱−利益 A：ネクサス及び収益源泉地の判定に関するモデルルールドラフト」（1 つ目の構成要素）に関

するパブリックコンサルテーション文書を公布し、2022 年 2 月 18 日に「第 1 の柱−利益 A：課税標準の確定に関するモデルルールドラフト」

（2 つ目の構成要素）に関するパブリックコンサルテーション文書を公布した。 

OECD による「第 1 の柱−利益 
A：規制された金融サービス業の

除外」の公布 
  
OECD は 2022年 4月 4日と 4月 14日に「第 1の柱－利益 A：適用対象の範囲

に関するモデルルールドラフト」及び「第 1 の柱－利益 A：採掘業の除外」に

関するパブリックコンサルテーション文書を公布し（上述の 2 つのドラフトは

第 1 の柱における利益 A のモデルルールに関する 3 つ目と 4 つ目の構成要素

（building block）1である）、続いて 2022年 5 月 6 日に「第 1 の柱−利益 A：
規制された金融サービス業の除外」に関するパブリックコンサルテーション文

書（以下、「ドラフト」）を公布した。「ドラフト」は第 1 の柱における利益

A のモデルルールに関する 5 つ目の構成要素であり、利益 A の適用対象となる

グループの判定、及び利益 A の適用対象外となる規制された金融サービス業の

収益・利益の判定に関するルールの提供を目的とするものである。「ドラフ

ト」は「適用対象の範囲に関するモデルルールドラフト」と密接に関係してい

るため、本 Tax Analysis では、「適用対象の範囲に関するモデルルールドラフ

ト」の内容を振り返りながら、「ドラフト」の分析を行う。 
 
1. ドラフトの主要内容 
 
ドラフトの内容は利益 A のモデルルールの「タイトル 2：適用対象の範囲」と

「タイトル 9：定義」に組み込まれる予定である。モデルルールの条文に多く

の脚注が含まれており、それらは、条文における用語を説明する役割を持つと

同時に、利益 A のモデルルールのコメンタリー（Commentary）において検討

する予定である内容を開示する役割も持っている。 
 
タイトル 2 は対象グループ（Covered Groups）に適用される利益 A の一般ル

ールを提供するものであり、3 つの付則（Schedule）（「付則 E：対象セグメ

ント」、「付則 F：採掘業の収益・利益の除外」、「付則 G：規制された金融

サービス業の収益・利益の除外」）を含む。OECD は 2022 年 4 月 14 日に、
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2 「期間」とは、グループの最終親会社が連結財務諸表を作成する際の報告期間である。 

「付則 F：採掘業の収益・利益の除外」に関するパブリックコンサルテーショ

ン文書を、続いて 2022 年 5 月 6 日に「付則 G：規制された金融サービス業の

収益・利益の除外」に関するパブリックコンサルテーション文書を公布した。 
 
1.1. 適用対象の範囲に関するルール 
 
「第 1 の柱−利益 A：適用対象の範囲に関するモデルルールドラフト」におい

て、あるグループが一つの期間 2（Period）において、「グローバル収益テス

ト（the global revenue test）」と「利益率テスト（the profitability test）」を

同時に充足する場合、利益 A の適用対象である対象グループとなることが定め

られた。企業が「当年度テスト（Period test）」、「前期間テスト（Prior 
period test）」、「平均テスト（Average test）を同時に充足する場合、「利

益率テスト」を充足すると判定される。 
 
グループが「グローバル収益テスト」と「利益率テスト」を充足し、且つ採掘

業或いは規制された金融サービス業に従事する場合、付則 F の採掘業除外ルー

ル或いは付則Gの規制された金融サービス業除外ルールに基づき、関連する除

外調整を行った上で、改めて「グローバル収益テスト」と「利益率テスト」を

行わなければならない。除外調整後に「グローバル収益テスト」と「利益率テ

スト」を充足する場合、当該グループは利益 A の対象グループとなり、利益 A
の一般ルール及び付則 F又は付則 G の規定を適用する。 
 
また、利益 A の適用回避を目的として行われる作為的なグループ細分化に対抗

するため、ドラフトにおいて「細分化防止ルール（Anti-fragmentation 
Rules）」と呼ばれる濫用防止ルールが設けられている。 
 
1.2. 規制された金融サービス業の除外ルール 
 
規制された金融サービス業の特徴は、特殊な形態の規制を受けること、即ち、

資本要件の形で事業体の負うリスクの反映を求められることである。このよう

な規制的要素の影響で、規制された金融サービス業では利益が市場国で創出さ

れる傾向がある。そのため、規制された金融サービス業からの収益・利益を利

益 A の対象範囲から除外する必要がある。 
 
1.2.1 七つのステップ 
 
「規制された金融サービス業の収益・利益の除外」（付則 G）は上記の一般ル

ールの枠組みの中で、利益 A の適用対象の判定及び規制された金融サービス業

（「Regulated Financial Services」）からの収益・利益の除外について、以下

の 7 つのステップを定めている。ステップ 2とステップ 3 は規制された金融サ

ービス業を対象とするルールであり、残りのステップは利益 Aの一般ルールで

ある。今回の「規制された金融サービス業の収益・利益の除外」のルールに関

するパブリックコンサルテーションは、ステップ 2 とステップ 3 を重点的なテ

ーマとして行われた。 
 
ステップ 1：利益 A の適用範囲に関する一般ルールに基づき、グループは、

「開示セグメント事業」について「グローバル収益テスト」及び「利益率テス

ト」を実施し、充足している場合、ステップ 2 に進む。 
 
ステップ 2：対象活動（即ち、非規制された金融サービス活動）の「収益テス

ト」を実施し、充足している場合、ステップ 3 に進む。 
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ステップ 3：対象活動（即ち、非規制された金融サービス活動）の「利益率テスト」を実施し、充足している場合、ステ

ップ 4に進む。 
 
ステップ 4： ネクサス及び収益源泉地の判定に関するルールに基づき、ある課税管轄地からの対象収益がネクサス判定

の閾値に達するか否かをテストし、閾値に達する課税管轄地は、利益 A の配分に参加することができる。ネクサステス

トにおいて、規制された金融サービス業からの収益は考慮されない。 
 
ステップ 5：ある期間について、利益 A の配分に関する一般ルールに基づき、各課税管轄地に配分すべき課税利益を算

定し、利益配分を行う。その際、マーケティング及び販売活動の利益についてのセーフハーバーを適用する目的では、

規制されない金融サービス業からの利益は考慮されない。 
 
ステップ 6：二重課税排除メカニズムを適用する。上記のステップを経て、規制された金融サービス業からの除外可能な

利益も、二重課税排除メカニズムの対象から除外される。  
 
ステップ 7：徴収・管理と報告のために必要な書類を準備する。 
 
1.2.2 規制対象金融機関の定義 
 
規制された金融サービスとは、規制対象金融機関（「Regulated Financial Institution」）より提供されるサービスを指す。

規制対象金融機関の識別が規制された金融サービスを判定する基礎であり、上述したステップ2とステップ3の運用上、

規制された金融サービスからの収益・利益を除外するための要でもある。 
 
ドラフトでは、「規制対象金融機関」に該当するものとして、以下の 7 種類の機関が列挙されている。 
 
a. 預金取扱機関（Depositary Institution） 
b. 抵当機関（Mortgage Institution） 
c. 投資機関（Investment Institution） 
d. 保険機関（Insurance Institution） 
e. 資産運用会社（Asset Manager） 
f. 総合金融機関（Mixed Financial Institution） 
g. 規制対象金融機関のサービス事業体（RFI Service Entity） 
 
上述した規制対象金融機関の a～eは、定義に差異があるものの、いずれも下記の 3 要素を同時に備えている。 
 
i. 認可要件（licensing requirement）：権限ある当局から営業許可証の発給を受けていること 
ii. 規制資本要件（regulatory capital requirement）：資本要件を充足すること 
iii. 活動要件（activities requirement）：特定の事業活動を行い、且つ財務データが一定の指標に達すること（例：一

定期間において、特定の事業活動から得た収益が総収益に占める比率が閾値に達すること） 
 
また、規制対象金融機関の a～e に該当しない事業体も列挙されている。例えば、同一グループの非規制対象金融機関か

らの資金の預かりや管理、及び当該非規制対象金融機関への関連サービスの提供を主要業務とするグループ内事業体は、

「預金取扱機関」に該当しない。この規定は、「グループの財務センターなどの事業体は規制対象金融機関に該当しな

い」ことを保障するためのものである。 
 
f の「総合金融機関」とは、権限ある当局から預金取扱機関・投資機関・保険機関・資産運用会社に関する営業許可証の

発給を受けており、且つ預金取扱機関・投資機関・保険機関・資産運用会社の定義に当てはまる金融機関を指す。 
 
g の「規制対象金融機関のサービス事業体」とは、下記の要件を同時に充足するグループ内事業体を指す。 
 
i. あるグループの最終親会社（UPE）に（直接的に或いは間接的に）完全支配されており、且つ当該グループが規

制対象金融機関（「規制対象金融機関のサービス事業体」を除く）の定義に当てはまるその他のグループ内事業

体を（直接的に或いは間接的に）完全支配している。 
ii. 同一グループ傘下の 1 つ又は複数のその他の規制対象金融機関（規制対象金融機関のサービス事業体を除く）の

の利益のためにのみサービスを提供する。 
iii. 上述したサービス提供は、当該類型の規制対象金融機関の活動を展開するために必要不可欠である。対象となる

サービス活動の範囲ついては、追って明確化が待たれるが、ドラフトでは、「顧客向けの活動、及びその他の規

制対象金融機関の定義にカバーされていない活動（例：フィンテックサービス、決済プロセスサービス）を含ま

ない」と指摘された。 
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ドラフトにおける規制対象金融機関の定義は、主に定性的なものであり、規制対象金融機関が充足すべき資本要件など

の定量的な指標は設けられていない。OECD の所見として、これは、金融分野においてすでに業界の慣行として資本要

件の充足などの明確なルールが設けられており、また、具体的な実務規定は課税管轄地ごとに異なっていることを考慮

した結果である。 
 
なお、ドラフトによると、今回のパブリックコンサルテーション文書における規制対象金融機関の定義はファイナライ

ズされたものではない。例えば、再保険業務と資産運用業務を「規制された金融サービス業」の範囲に含めるべきでは

ないという意見も存在する。 
 
1.2.3 ステップ 2とステップ 3の具体的なルール 
 
（i）規制された金融サービス収益の除外に関する具体的なルール（ステップ 2：対象活動の「収益テスト」） 
 
ステップ 2 では、規制された金融サービスに従事するグループの対象活動に対して収益テストを実施する際の収益の除

外に関するルールが定められた。即ち、当該グループの連結収益から規制された金融サービスの第三者収益を除外した

後、残りの対象活動の収益が閾値を上回っていれば、収益テストを充足し、ステップ 3 の利益率テストに進む。その内、

規制された金融サービス収益とは、規制対象金融機関の取得する収益を指す。 
 
規制された金融サービスの第三者収益を得るには、グループの各事業体 3が「規制対象金融機関」に該当するか否かを判

定する必要がある。ある事業体が規制対象金融機関であると判定された場合、その第三者収益はすべて規制された金融

サービス収益として除外される。逆に、ある事業体が規制対象金融機関ではないと判定された場合、その第三者収益は

はすべて「対象活動の収益」と認定される。 
 
また、ドラフトでは、規制された金融サービス収益の除外に関する収益テストのコンプライアンスコスト低減を目的と

して、ステップ 2について、以下の 2 つの簡易収益テスト方法が提示された。 
 
a. グループ内最大の規制対象金融機関を識別し、グループの連結収益から当該規制対象金融機関の取得する第三者

収益を除外した金額が 200 億ユーロの閾値を下回る場合、当該グループは収益テストを充足せず、利益 A を適用

しない。 
b. 利益 A の対象事業体（非規制対象金融機関）の収益を（連結調整仕訳を行わずに）単純合算して得た金額（実際

の連結収益を上回る可能性がある）が 200 億ユーロの閾値を下回る場合、当該グループは収益テストを充足せず、

利益 A を適用しない。 
 
（ii）規制された金融サービス利益の除外に関する具体的なルール（ステップ 3：対象活動の「利益率テスト」） 
 
ステップ 3 では、規制された金融サービス利益の除外に関するルールが定められた。規制された金融サービス利益を除

外した後、残りの対象利益率が 10%以上（複数の期間についてこの要件を満たす必要がある）である場合、利益率テス

トを充足する。 
 
ステップ 3 では、まず、各事業体に対して、規制対象金融機関であるか否かの判定を行い、識別されたすべての「対象

事業体」（非規制対象金融機関）を一つの特殊セグメントとみなした上で、「トップダウン」アプローチ（「top-down」
approach）又は「ボトムアップ」アプローチ（「bottom-up」approach）に基づき、対象収益・利益を計算する。 
 
「トップダウン」アプローチにおいて、まず、規制対象金融機関の第三者収益と原価・費用を連結財務データから除外

して、対象事業体の収益と原価・費用を計算する。続いて、対象事業体とグループ内の規制対象金融機関との関連者間

取引による収益と原価・費用を加算して、利益率の計算及び利益率テストの実施に用いられる最終的な収益・利益を計

算する。 
 
「ボトムアップ」アプローチにおいて、非規制対象金融機関（即ち、「対象事業体」）を一つの特殊セグメントとみな

した上で、セグメント会計或いは管理会計のルールに従い、当該セグメントの財務データを連結し、利益率の計算及び

利益率テストの実施に用いられる最終的な収益・利益を計算する。「ボトムアップ」アプローチの運用上、対象事業体

                                                
3 モデルルールの「タイトル 9：定義」において、「事業体」は下記のように定義されている。「事業体」とは、個別で財務会計を行う、又は

その必要がある、パートナーシップや信託を含むがこれらに限られない法人（自然人ではない）又は取り決めをいう。 
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と第三者、及び対象事業体と同一グループ内の規制対象金融機関との間の取引に関する財務データは当該セグメントに

計上されるが、対象事業体間の取引に関する収益と原価・費用は、連結調整仕訳の影響で計上されない。 
 
2. ブループリント報告書との比較 
 
2020 年 10 月に公布されたブループリント報告書において、第 1 の柱における利益 A の適用範囲に該当するか否かは、

活動テストと収益の閾値テストを通じて判定すると定められた。そのうち、活動テストでは、自動化されたデジタルサ

ービス（ADS：Automated Digital Services）と消費者向けビジネス（CFB：Consumer-facing Business）を含めて、業

種を識別し区分する必要があり、収益の閾値テストでは、「グローバル収益テスト」と「最小限国外源泉対象収益テス

ト」の 2 つの閾値が設けられた。また、ブループリント報告書は、新しい課税権の適用範囲から除外される事業として、

消費者向け金融サービス（銀行・保険・資産管理を含む）、建設、居住用不動産の販売・賃貸、国際航空、海運、採掘、

自然資源及びコモディティ取引が提案された。一方、自然資源を製品の原料とする事業（宝飾品やチョコレートなど）

はそれらに含まれていない。 
 
2021 年 10 月に公布された OECD/G20 税源浸食と利益移転（BEPS）包括的枠組みの声明（以下「包括的枠組みの声

明」）おける「第 1 の柱における利益 A ルールの適用対象となるか否かを判定する方法」は既に抜本的な変化を遂げて

おり、自動化されたデジタルサービスや消費者向けビジネスを含めて、業種を識別し区分する必要がなくなり、多国籍

企業のグローバル連結売上高と利益率が判定基準となった。これにより、利益 A の適用対象は、特定の業種ではなく、

利益率の高い巨大多国籍企業グループに絞られ、採掘業と規制された金融サービス業のみ適用対象外となることが定め

られた。 
 
ドラフトでは、「グローバル収益テスト」と「利益率テスト」の計算方法、及び各関連用語の定義について詳しく定め

られ、一般ルールと採掘業除外ルール、金融業除外ルールとの相互関係がルール設計に反映され、細分化防止ルールが

設けられた。規制された金融サービス業の収益・利益の除外について、「規制対象金融機関」の定義が明確に定められ

た。また、除外収益・利益の計算方法について、詳しいガイドラインが提供された。 
 
3. デロイトの考察 
 
2020年 10月のブループリント報告書から 2021年 10月の包括的枠組みの声明、そして 2022年に順次公布された第 1の

柱のモデルルールドラフトのパブリックコンサルテーション文書まで、利益 A の適用範囲に関するルールが明確になり

つつある。利益率の高い巨大多国籍企業グループ（特に、採掘業と規制された金融サービス業に関わるグループ）は、

モデルルールの細則を参照して、除外ルールの適用可能性、及び「グローバル収益テスト」と「利益率テスト」を充足

する可能性を評価し、当期及び将来年度において利益 A の適用対象になる可能性を早期に評価することが推奨される。 
 
今回公布の規制された金融サービス業の除外ルールから見て、比較的単一の事業を行い、且つ規制された金融サービス

活動にのみ従事するグループは、その全体又は大部分の業務が利益 A の適用対象外となる影響で、その対象事業が収益

テストと利益率テストを充足しない可能性があるため、そういったグループの利益 A ルールから受ける影響が限定的で

あると考えられる。同時に規制された金融サービス業及びその他事業に従事する巨大多国籍企業グループは、ドラフト

のルールに基づき、グループ内の規制対象金融機関を識別し、前述のステップを参照して試算を行うことで、規制され

た金融サービス業の除外後、その他の事業が利益 A ルールの適用対象となるか、なるとすればどの程度の影響を受ける

かについて分析することが推奨される。また、「規制対象金融機関」gの「規制対象金融機関のサービス事業体」の定義

において、「フィンテックサービスや決済プロセスサービスの提供は規制された金融サービスに該当しない」ことが指

摘された。ドラフトにおける「規制された金融サービス事業体」の定義は、原則的・指導的な内容に留まっており、認

可要件や規制資本要件などの要素については、各課税管轄地における金融業の監督管理規定と実務に基づき、ケースバ

イケースで分析と判定を行う必要がある（例えば、中国において少額融資、消費者金融、決済業務に従事する事業体に

対して、中国の業界監督・管理の観点から、上記の認可要件を充足するか否かを分析するなど）。 
 
モデルルールの設計方針から分かるように、OECD は実務における事業スキームの複雑性を踏まえた上で、合理的ルー

ルの策定、実務細則の明確化、企業コンプライアンスコストの削減、及び税務機関による徴収管理の難易度の間のバラ

ンスを追求している。現状、ドラフトにおいて、「利益率テスト」の前期間テストと平均テストは閾値テスト目的の運

用（閾値に達すると、その後の期間は適用対象外となる）に留まるか否か、細分化防止ルールの具体的な適用範囲と条

件、規制対象金融機関の定義・範囲（例えば、「規制対象金融機関」aの「預金取扱機関」の定義における「銀行業務ま

たは類似の業務（banking or similar business）」の具体的な内容、「規制対象金融機関」g の「規制対象金融機関のサー

ビス事業体」の定義における「当該類型の規制対象金融機関の活動を展開するために必要不可欠なサービス提供」の具

体的な内容）など、追って検討と明確化が待たれる内容が少なからず存在する。それらの内容について、今後 OECD に

よる明確化が期待される。 
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第 1 の柱の導入スケジュールを予定通りに進めるには、数多くのチャレンジに直面する可能性があるが、ここ数か月の 
OECD の作業進捗から見て、利益 A のモデルルールの各構成要素に関するパブリックコンサルテーション文書の公布が

つつがなく進められている。関係企業は関連動向に留意し、必要がある場合は速やかに行動を起こし、適切な評価を行

い、新しい国際税制とグローバル租税徴収監督管理体制の整備に関する要求に積極的に対応し、グローバルバリューチ

ェーンとリスク配分を調整することで、リスクの管理・制御する能力を高めることが推奨される。デロイトは引き続き

利益 A のモデルルールに関するその他の構成要素に注目し、関連する分析と考察をご提供する。 
 
デロイトは「Global Tax System Reshaping 2.0 Series」を通じて、グローバル税制の重大な変革に関する最新情報、及

び多国籍企業への潜在的な影響に関する分析を提供しております。より詳しい情報をご希望の場合には、お気軽にご連

絡ください。 
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